冒頭、藤川事務局長が阿部補償課長に申入書を手交した。

　阿部補償課長より、認定基準改正に関する理事長通知案に関わって「精神疾患認定に関する研究会」での議論内容について説明があった。

　引き続き、藤川事務局長より、「今回の申し入れの内容を十分踏まえた理事長通知としていただきたい。国家公務員とは異なって、所属長が調査することや、遺族が同僚からヒアリングしなければならないというが現状だ。地公災基金として認識していると思うが、通知の趣旨が所属長に十分に伝わるようにするためにも、理事長通知に明記することができないことについては、補償課長通知に反映させていただきたい。公務災害の実務が円滑に進むのは、公務員連絡会地公部会のみならず、遺族の願いでもある。重く受け止めていただき、理事長にもその旨お伝えいただきたい」と述べた。

　その後、森本自治労労働条件局長より、2011年３月16日付の「精神疾患等の事案に係る調査に当たって留意すべき事項について（補償課長通知）」の「別表　業務負荷の分析表」について、現在、人事院で、業務負荷の分析表の見直しの検討が行われていると指摘した。その上で、国の見直しを踏まえて、地公災基金も積極的な見直しを行うよう要請した（参考資料１・２）。

　続いて、藤川事務局長より、「基本的に国家公務員災害補償とバランスが取れているのが重要だ。とくに、人事院がセクシュアル・ハラスメントの部分については、国家公務員の職場の実情を踏まえた見直しを進めており、地方公務員も同様の実態がある。修正は前向きに検討をお願いしたい。超過勤務の『おおむね160時間以上』のところで、業務の過重性を検討することは重要だ。所属・支部が理解できるように検討をお願いしたい」と述べた。

　これに対し、阿部補償課長は「精神疾患認定に関する研究会が３月２日で終了する予定である。理事長通知・補償課長通知もそれに合わせて検討している。後日、日程調整し回答したい」と述べ、申し入れを終えた。
２０１２年２月２２日
地方公務員災害補償基金
　理事長　 橋　本　　勇　様
公務員連絡会地方公務員部会
議　長　　岡　﨑　　徹
「精神疾患認定に関する研究会」報告書を受けた
理事長通知・補償課長通知に関する申入れ
　平素より、地方公務員及び遺族の生活と福祉の安定に並々ならぬ努力を続けておられることに心から敬意を表します。
　貴基金においては、今般、公務災害の一層迅速かつ公正な認定の確保の観点、また、そのための認定基準の更なる明確化の観点から、精神疾患認定基準の改正について研究会で検討されてきました。
　「精神疾患認定に関する研究会」報告書を受けて発出される理事長通知および補償課長通知については、下記の事項を踏まえ、検討を行うよう申し入れます。
記
１．時間外勤務について、「発症直前の１か月におおむね160時間、発症直前の３週間におおむね120時間以上」等の認定項目が示され、その時間を超えた場合には業務の質を考慮せずに認定されることになり、調査の効率化、認定の迅速化が促進されることが期待されるが、明確な数字によって、示された時間数を越えない限り認定されないとの誤解が生じる懸念もある。数字は無条件の認定条件であり、それ以下でも、認定に当たっては、客観的な業務負荷の質、状況等で総合判断を行うことを、運用上誤解の生じないように重ねて通知に明記すること。
２．業務による負荷の検討における時間外勤務の扱いについて、時間外勤務は時間外勤務命令があって行うことができるものであるため、命令があった正規の時間外勤務の評価を原則とし、但し書きでその他の必要な活動を評価の対象とする評価構成は理解できる。その上で、運用上、評価対象活動が必要以上に限定されることのないように、但し書きの記載にある「活動」の趣旨を所属に浸透させるようにすること。
（例）教員の場合、法制度上、時間外勤務は限定された４項目以外に認められておらず、時間外勤務の概念がないまま長時間労働に携わっている現実がある。この場合、但し書きにある「その必要性等を客観的な根拠によって判断できる活動」として評価することになると考えられるが、多くの教員が正規の勤務時間外でも一般的に行っている生徒指導、教材研究、部活動、地域活動参加、持ち帰り仕事などの様々な活動が対象となることを明確にするよう、通知への具体的な明記、または分析表での明確な表示等の対応を行うこと。
３．夜勤を行う看護師は「二交代勤務」を実施しており、16時間勤務となっている。メンタルヘルスを引き起こす要因ともなる睡眠障害等が発生していることも多く報告されており、１日の通常の労働時間が８時間ではない長時間労働者について、配慮するよう通知に明記すること。
４．今回の精神疾患認定基準の改正とそれに伴う通知については、労災や国公災も参考にして検討が行われているが、多岐に渡る業務に携わる地方公務員の場合、独自に対応するべき業務負荷が想定される。介護、看護、役所の窓口業務等は、職務の特性上、サービスの利用者である住民と常に接することになる。公務員への世間の見方が厳しくなる中、常にユーザーの目に触れる場所での業務に携わる職員の質的な負荷について、評価の際に考慮するよう通知に明記する、もしくは「業務負荷の分析表」に明記すること。
５．業務による負荷の検討において、認定要件に該当する事象があったと判断できる項目が具体的に記載されているが、その事象１つでは認定要件に至らなくとも、公務上で起こった労災でいうところの中程度の負荷が複数あることによって、認定に至ることもあることが明確に伝わるよう通知に明記すること。
６．評価期間については、一定の医学的知見を元に、対象疾病発症前のおおむね６か月としているが、精神疾患の発病時期は医学的に判断が分かれることが多く、発症前の期間の蓄積疲労や蓄積ストレスについても判断する必要があることから、研究会でも検討されているように、現行の留意事項と同様、６か月より前から過重な負荷を伴う業務に関する出来事が繰り返されている場合に一体として評価できるとする考えを明確にし、必要に応じて６か月を超える評価期間延長が可能である旨を通知に明記すること。
７．すでに公務外で精神疾患を発症している者に対して、その悪化に公務起因性が認められるには、公務外での精神疾患の要因を超える業務負荷が必要として、１か月におおむね160時間超の時間外勤務を行ったこと等の業務負荷例があげられている。しかし、精神疾患発症者は、発症前と比較してストレス抵抗が弱っているため、通常の認定基準より弱い業務負荷で状態が悪化すると考えると、160時間の例は現実と乖離していると言わざるを得ない。精神疾患の悪化の公務起因性の評価については、極めて強い業務による負荷を生じさせる出来事例を変更し、現実的な業務負荷の過重性等を検討するよう通知に明記すること。
８．業務負荷の判断基準は、精神疾患発症者本人ではなく、「本人と職種、職等が同等程度の職員」を基準に客観的に判断すると記載されているが、「精神疾患認定に関する研究会」では、「被災職員と職種、職、業務経験等が同等程度の職員を基準」とする考え方を維持することとされていることから、理事長通知にも「業務経験」という文言を明記すること。
９．精神疾患の認定において、セクハラ・パワハラが要因に関係している場合、調査段階で管理職の協力が得られない、事例を握りつぶされるなどの問題が、これまでの公務災害案件から明らかになっている。これらは、公務災害申請に対する躊躇や認定までに時間がかかる要因にもなっており、被災者・遺族の負担軽減、適切な状況把握・迅速な調査の点から、評価に係る立証責任は行政・管理職側にもあることを通知に明記すること。
10．「業務負荷の分析表」については、国家公務員災害補償の精神疾患等認定基準においても見直しが検討されているように、地方公務員災害補償基金においても、同様の見直しを行うこと。また、2011年12月13日の公務員連絡会地方公務員部会「精神疾患認定基準の改正に関する申入れ」の「９．その他」についても考慮し、地方公務員の職場に即した所要の追加、修正を行うこと。
11．治癒（症状固定）認定後、一定期間を経過して再び精神疾患を発症した場合における公務起因性については、当初の精神疾患と再び発症した精神疾患との関連性について専門医の所見を聴取した上で、その時点における業務負荷の過重性等を検討するよう通知に明記すること。
12．近年、義務教育学校職員の公務災害の認定数が増加傾向にある。また、2011年末に発表された文部科学省の調査では、病気休職した教員数が過去最多となった。その６割以上をうつ病等の精神疾患が占めており、勤務校への異動から２年以内に発病するケースが半数近くに上っている。教職員の異動は任命権者から勤務地まで、全ての業務環境や人間関係が変化するものであり、他の多くの地方公務員と比較しても、異動による負荷の高さは職種による特徴として際立っている。教職員の異動については、認定要件の事象にある人事異動等による急激かつ著しい職務内容の変化を伴う業務の対象となることが考えられるが、これまでのデータ結果からも、積極的に評価していく方向性を通知に明記すること。
以　上
以下参考資料

【国公災の分析表改正案との比較資料】
参考資料１　「業務負荷の分析表」の修正申入れ箇所について
	業務負荷の類型
	出来事例
	過重な負荷となる可能性のある業務例
	着眼する要素

	１　公務に関連する異常な出来事への遭遇
	・公務上で重大な疾病や大きなけがをした
・職場で悲惨な事故や災害の体験（目撃）をした
・職場での事故で障害が残った
・仕事中に悲惨な事故や災害の体験、目撃をした
・重大事故、大規模災害の調査、復旧作業等に従事した
	○精神的に錯乱した患者から暴行を受け負傷した場合
	○けがや病気の状況
・けがや病気の内容・程度
・後遺障害の程度、職場復帰の状況
○出来事の異常性の度
・通常想定される範囲を超えるか否か
・暴行等の程度、暴行等を受けた時の状況、時間的な長さ、相手の精神状況、相手との体格の違い
・事故・災害の内容、事故・災害に遭った時の状況、被害の程度
○本人の驚愕、恐怖、混乱の度
・出来事に見合う程度か否か(本人の驚愕等が、暴行等又は事故・災害の内容等に見合った程度のものかどうかを含む)
○不安全な職場作業環境の状況の有無

	
	
	○児童・生徒から激しい暴行を受け負傷した場合
	

	
	
	○乗客から激しい暴行を受け負傷した場合
	

	
	
	○住民から激しい暴行を受け負傷した場合
	

	
	
	○住民から激しい脅迫を受けた場合
	

	
	
	○事故により、人体に極めて危険なウィルスに感染し、かつ治療が非常に困難である場合
	

	
	
	○児童・生徒の悲惨な事故死に遭遇した場合
	

	
	
	○患者の事故死に直接関与した場合
	

	
	
	○救助活動の際に、悲惨な現場に遭遇した場合
	

	
	
	○災害時の救助活動中、一時的に自らの死を予感させるほどの通常想定される範囲を超えた事態が生じた場合
	

	
	
	○臨時的な業務として、災害による多くの遺体の処理業務に従事した場合
	

	
	
	○乗っていた船が沈没するなど、大規模な事故に遭遇した場合
	

	
	
	○転落事故等に遭い、負傷した場合
	

	
	
	○大型の災害に伴う二次災害回避のための対応を行う必要が生じた場合
	

	２　仕事の質・量
(1)仕事の内容
	・制度の創設等に携わった
・重大事故、大規模災害の調査、復旧作業等に従事した
・困難な対外折衝等を行った
・社会問題化した事態に　対応した
・住民生活に直接影響を与える業務に従事した
・住民の生命に直接関わる業務に従事した
	○新制度の創設、大規模な行事・イベント等の開催準備・運営などのため一定期間昼夜の別なく集中的に携わった場合
	○業務の難易度
・新制度の創設、事故への対応等日常的でない出来事の有無
・職場で同様の業務を行っている職員　の業務の質との比較
・業務の要求水準と本人の処理能力・　業務経験とのギャップ
・仕事の成否の重大性
○超過勤務の状況
○処理期限の有無
・処理期限があることに伴う作業の密度
・期限に間に合わない場合の影響
○責任の軽重
・業務の執行体制（集団体制、専任制の別、上司・同僚のフォローの状況）
・仕事の成否の重大性
○精神的緊張の大小
・緊張の程度、持続期間
○裁量性の有無
・他律的な業務か否か

	
	
	○その成否が住民生活等に大きな影響を及ぼす対外的な折衝に責任者として対応し精神的緊張を強いられた場合
	

	
	
	○立場の異なる国の機関、他の地方公共団体及び関係団体との間に立って一定の方向性を出すための説得、調整の作業に従事した場合
	

	
	
	○高度な調査技術が必要とされる違法行為の摘発などの業務に従事し、関係者と軋轢を生じる厳しい対応のあった場合
	

	
	
	○大型公共事業プロジェクトの執行に関し、利害の異なる関係者間の調整が難航するなど困難な事態に直面することとなった場合
	

	
	
	○住民の生命財産等に関わる業務の処理のため、限られた期間内に、大量の作業を行わなければならなかった場合
	


・災害発生前６か月間の超過勤務、休日勤務、深夜勤務の時間数





○睡眠時間の確保

・心身の疲労の蓄積をさせない程度の睡眠がとれているか否か


○勤務の不規則性の有無

・深夜勤務、宿日直勤務の有無と回数

	・正規の勤務時間外の緊急対応の有無

	
	
	○条例案等の作成、対外折衝等の対応が長丁場となり、密度の濃い時間外勤務、深夜勤務、休日出勤が続き、長期にわたり、蓄積した疲労の回復ができなかった場合
	

	
	
	○補正予算の成立に伴う事業執行計画の急な変更に伴い、作業工程の変更、必要なデータ収集その他の膨大な作業が一時期に集中した場合

	

	
	
	○上記のほか、この表の「過重な負荷となる可能性のある業務例」欄に掲げる業務が発生し、その対応のために又は当該業務に非常に近接した時期に
・１か月におおむね80時間以上の超過勤務を行っていた場合
・週休日を含めて２週間以上にわたって連続勤務し、その間、深夜にまで及ぶ超過勤務を行うことが多かった場合
	

	(3)勤務形態
	・長期間にわたり宿泊を伴う出張に従事した
・休日や勤務時間外に緊急の呼び出しを受けた
	○住民の生命財産等に関わる救急業務のため、勤務時間外においても不規則的に対応を求められることが相当の頻度であった場合
	○睡眠時間の確保
・心身の疲労の蓄積をさせない程度の睡眠がとれているか否か
○勤務の体制
・交替制、変則勤務の状況
○勤務の不規則性の有無
・深夜勤務、宿日直勤務の有無と回数、正規の勤務時間外の緊急対応の有無

	３　役割・地位等の　変化
(1)異動
	・繁忙部署に異動した
・専門知識を必要とする業務に未経験者として従事した
・初めての勤務地に単身で赴任し、生活環境が大きく変わった
	○行政事務のシステム化の一環でに関する不慣れなコンピュータ関連業務に異動し、頻発するトラブルへの対応に追われた場合
	○職務内容の変化の度
・本庁から出先機関への異動など、どのような機関間の異動か
・職場の一般的な異動か抜擢人事か
・異動前の業務と比較して、職務内容の困難性、業務量が増大したか
・現業部門から予算業務の統括部門、企画・立案部門への異動等
○職務の困難性と適応能力、経験と仕事のギャップ
・異動先業務の困難度と本人の能力・経験等との比較
・引継ぎの程度・内容、業務研修の有無、上司・同僚のフォローの状況
○勤務環境・生活環境等の変化の度
・転居・単身赴任の有無

	
	
	○配属先で重責を担いながら、業務知識・経験の乏しさから期待された役割が果たせず厳しい状況に置かれた場合
	

	
	
	○異動時に繁忙期であったため、業務知識の習得を行う時間が確保できないまま、日々の差し迫った対応を求められたる場合
	

	
	
	○これまで経験したことのないような高度な企画、立案業務又は予算、事業のとりまとめ調整業務に従事することとなった場合
	

	(2)昇任
	・責任ある地位に就いたが職責を果たせなかった
	○初めて管理職になり、業務・人事管理の責任に加え、困難な懸案事項の処理を期待された場合
	○業務困難性の変化の度
・昇任後の業務の困難度と本人の能力
・経験等との比較
・引継ぎの程度・内容、上司・同僚のフォローの状況
○責任の変化の度
・職場の一般的な異動か抜擢人事か
・昇任後の地位・役割の重要度

	
	
	○専門技術的な業務に従事する職員が、昇進等に伴い、新規事業の予算要求、組織改編など不慣れな組織マネージメントの困難な業務に従事することとなった場合
	

	４　業務の執行体制
	・組織の合理化等により部下同僚等が減り、業務が繁忙になった
・業務を一任されて一定の成果を要求された
・業務の過重を訴えたが、配慮されなかった
	○一緒に業務を担当していた者が異動して後補充がなかったので、業務が著しく繁忙になり、業務軽減・再配分等についても特段の配慮がなかった場合
	○仕事を集団的に行うか選任で担うか
○業務の要求水準が一般的に求められる処理能力を超えた過大なものか
○仕事の要求水準が一般的に求められる処理能力を超えた過大なものかどうか
○本人に特に負担のかかる事情の有無
・スタッフの大幅な異動
・組織の合理化に伴う定員の削減
・併任体制による本人の業務負担
○業務上の課題等の相談・サポート体制
・業務上の悩みを周囲の業務繁忙、専門分野の違い等で一人で抱え込むなどの事情の有無
○過重な業務負担を抱えた職員の状況に対する当局の認識の有無
○本人の訴えに対する当局の対応
・仕事のやり方の見直し
・応援体制の確立等の措置や配慮の有無
○多様な雇用形態による職場の混乱、トラブル状況の有無
○精神疾患の早期受診、早期休養、治療継続が確保できたか否か

	
	
	○上司等の繁忙又は特定の専門知識を要する事情のため、業務の悩みを相談できず、困難な事態を打開できない状態が続いた場合
	

	
	
	○仕事の要求水準に処理能力が達せず、適応性、能力等に無理のある状況でにもかかわらず、当局が配慮や軽減措置を講じなかった場合
	

	
	
	○繁忙部署で、新卒者でありながらベテランと同様の対応を求められ、厳しい指導や注意を受ける反面、フォローが十分でなかった場合
	



○業務に支障を生じさせる失敗をした


○失敗の責任を厳しく問われた



○失敗への本人の関与の程度


・本人の過失の程度




・業務への支障の有無


・対外的影響


・上司・同僚のフォローの余地

	

	
	
	○繁忙・困難業務を任せた部下職員が自殺し　たため、管理監督責任を問われた場合
	

	(2)不祥事の発生と対処
	・行政上の不手際が発覚し、責任を追及された
・責任者として事態の収拾に当たった
	○大きな不祥事が発覚し、社会的な批判を受ける中、責任者として事後的な対応に追われた場合
	○事態の重大性の程度
・社会的影響の有無
・業務支障の有無
○本人の立場
・対外的に責任者としての対応を求められるか否か
○事態の収拾等の内容
・関係者への謝罪
・捜査機関との対応等

	６　対人関係等の職場環境
(1)職場でのトラブル
	・職場でひどい嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた
・職場でセクシュアル・ハラスメントを受けた
・職場の上司、同僚又は部下との間と人間関係でトラブルがあった
・職場の同僚と人間関係でトラブルがあった
・職場の部下と人間関係でトラブルがあった
	○上司等から業務指導の範囲を逸脱し、人格や人間性を否定するような嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた場合
	○職場での上司等との関係
・トラブル等の有無、その程度・内容、継続期間
・周囲の反応
・当局の対応
○職場での嫌がらせ等の状況
・嫌がらせ、いじめ又は暴行の有無、内容・程度、継続状況
・上司等からの強い叱責の有無、内容・程度
・当局の対応の有無・内容、その後の改善状況

	
	
	○上司から執拗にセクシュアル・ハラスメントを受け、止めるように頼んでも無視される状態が一定期間続いた場合
○業務をめぐる方針等において、周囲からも客観的に認識されるような激しい対立が上司等との間に生じ、その後の業務に支障を来した場合
	

	(2)セクシュアル・ハラスメント
	・職場でセクシュアル・ハラスメントを受けた
	○上司等から執拗に性的な発言にかかるセクシュアル・ハラスメントを受け、止めるように頼んでも無視される状態が一定期間続いた場合
	○セクシュアル・ハラスメントの状況
・セクシュアル・ハラスメントの有無、内容・程度、継続状況
・加害者・被害者の関係
○セクシュアル・ハラスメントを受けた後の状況
・当局の対応の有無・内容、その後の改善状況
・セクシュアル・ハラスメントによる業務への支障
・職場の人間関係への影響

	
	
	○上司等から胸や腰等への身体接触を受けた場合
	

	
	
	○セクシュアル・ハラスメントを受けたことについて当局に相談したものの、適切な対応がなされなかった又は相談後に職場の人間関係が悪化した場合

	

	７　住民等との公務上での関係
	・公務に関連し、住民からひどい嫌がらせ、いじめ又は暴行を受けた
・保護者からひどい嫌がらせ、いじめ又は暴行を受けた
・児童・生徒との間でトラブルがあった
	○住民から人格や人間性を否定するような嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた場合
	○住民等とのトラブルの状況
・トラブル等の有無、その程度・内容(住民・保護者等の言動及び学級運営の困難さ等の程度・内容を含む)、継続期間
・周囲の反応
・当局の対応

	
	
	○保護者から人格や人間性を否定するような嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた場合
	

	
	
	○周囲のサポートが不十分な中、問題のある生徒の行動の改善や困難なクラス運営への対応に当たらなければならなかった場合
	


※二重下線と取消線は国公災修正点。一重下線は2011年12月13日の申入書を反映したもの。
